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本稿は、「遺言による財団設立」の問題に関して、日本における財団法人論の状況を視野

に入れつつ、フランス法の fondation post-mortem 論を素材として考察するものである。 

 

序章では、議論の出発点を二つの方向から明らかにするために、一方で、財団法人規定

につき、それの成立からこれまで日本においてなされてきた議論の概略を示し、他方で、

フランス民法典の成立に至るまでのフランス法の状況を簡単に示した。 

「ある人が、遺言で、何かの永続的活動・事業のために、財産を残そうとする」という

社会現象が存在する。財産を残すために、使える法技術としてはどのようなものがあるの

か。フランス法における「遺言による財団設立」を考えるにあたって、法的問題のポイン

トとなるのは、大きく分けて次の 2 点である。一つは、財団の設立（団体・施設への寄付）

は、必ず、国の許可に服させる問題である。もう一つは、遺言の効力の発生より後で受贈

許可・公益承認が取得されるため生じる、遺言無効という問題である。これはまた、政治・

宗教・社会状況とも密接に関係している。この問題をめぐり、特に 19 世紀後半以降、独特

な判例法理が形成され、20 世紀末の 1990 年になってから、法律により遡及効が認められ

るようになった。 

第 1 章では、民事判例における財団論の形成を中心にみた。大革命以降に制定されたフ

ランス民法典に、財団に関する条文はない。遺言により、遺産（の一部）を独立させる財

団設立はできない状況であった。そこには、第 1 に、マンモルトへの危惧、第 2 に、教会

への警戒があり、これが、財団が拒まれる大きな要因であった。しかし、19 世紀後半以降、

社会の需要に押されて、判例法が展開されるようになった。その必要を象徴的に示すのが

「ゴンクール賞」である。ただ、判例法理が簡単に形成されたのではない。相続法上の制

約が存在したのである。同時存在の原則をはじめ、相続法上、乗り越えなければならない

障碍が、尊重しつつクリアしなければならないものとして、現われたが、結局、新しい遺

言処分の一種として、判例法が形成された。910 条を十分に尊重しながら、906 条をようや

く乗り越えた。意思だけでできる「財産」の操作には、枠・限度があったのである。 

第 2 章では、学説に支えられた立法案の起草過程とその挫折の経緯をみた。20 世紀初頭

には、一方で、19 世紀を通じて禁圧されていたアソシアシオンに関する法が成立した。他

方で、ドイツ法の影響も受けつつ、民法典 100 周年を迎えたこともあり、民法改正の動き



が生じた。このような状況のなかで、フォンダシオンに関する立法の動きが大きな波とし

て生じた。大いに議論がなされ、立法案が起草された。しかし、結局は、実現しなかった。

それは何故か。マンモルトへの危惧、教会への警戒という政治・経済的な要素ももちろん

あるが、民法の視点からみると、そこには、当時の（あるいは今まで続いている）フラン

ス法的観念が存在していたことを指摘すべきであろう。すなわち、人格なき財産に対する

拒否反応がそれである。トートロジーのような面はあるが、人格なき財産を、法人格とい

う擬制によって認めることを許容しないということである。財産というのは、人と結びつ

いた形で存在するということについてのこだわりが存在したのである。いわゆる「財産

（patrimoine）の単一性（universalité）」（資産の唯一性）論である。また、このようなフ

ランス的観念の存在は、ゴンクール判決に象徴される判例法理をも説明してくれるといえ

よう。とくに遺言の効力発生時と公益承認取得時の間に、人格なき財産が発生する問題を、

個人を受遺者として性質決定し、彼をしてゴンクール協会を設立せしめることにより解決

したのである。 

第 3 章では、文化政策と結びついて、財団に関する規定が設けられる経緯についてみた。

1970 年代・80 年代以降になると、第 1 章と第 2 章でみた、遺言による財団設立に対する積

極・消極という二つの「力」のバランスが変化して、遺言による財団設立を認める規定が

必要であるとの動きが生じる。文化国家、あるいはメセナ振興というような、新たな形の

必要性が出現するようになるのである。ただし、これも、容易に実現されるのではなく、

これに対する対抗力が働くようになる。第 1 に、遺言による財団設立において、遺留分を

下げようとする試みは、遺留分を尊重するフランス相続法における根強い思考に基づく反

対に会い実現されなかった。第 2 に、遺言による新たな財団の設立には、依然としてコン

セイユ・デタの公益承認を得る必要がある。個人の意思だけによる財団の設立は認められ

ていないのである。 

 

本稿の注目する遺言による財団設立は、極めて小さい主題である。しかし、この小さい

窓から眺めることにより、今までは気づいていなかった、様々な問題を考えることができ

る。すなわち、フランスにおける議論史をフォローする作業によって、そもそも財団法人

とは何なのかを考えてみることができると思う。また、財団法人についての理解を深める

ことは、財産・相続・法人を貫くひとつの観念（考え方）を浮かびあがらせることになる

だろう。この考え方を理解することによって、財団法人に対してありうる批判的議論の前

提を究明することにより、より生産的な議論の基礎を提供できればと思う。 

さらに、以上のようなフランス法に関する考察は、日本法に引きなおしてみると、次の

ような点で示唆になり得るのではないかと思う。まず、日本民法の財団法人をどのように

理解するか、という認識の問題と関係する。日本民法は、ドイツ民法草案をもとにして、

財団法人の規定を置いた。そのドイツ民法には、シュテーデル遺言事件をめぐる議論をき

っかけとして、財団法人という概念が観念され、そのなかで、遺言による財団設立に関す



る規定が設けられた経緯がある。その結果、ドイツ民法では社団法人が典型とされており、

財団法人はそれに準ずるものとして規定されている。 

これに対して、日本民法では、財団法人を自明の存在として捉え、遺言による財団設立

も当然可能なものとして継受した。さらに、日本民法においては、ドイツ法に現われてい

たような、社団法人と財団法人は必ずしもパラレルではないことを捨象して、両者を同一

時限に併置する構成が採用された。このような認識と構図は、基本的に、今日まで維持さ

れている。遺言により財団を設立するために、現時点の日本で考えられるのは、民法上の

財団法人を設立する方法と、信託を設定する方法であろう。いずれも、遺言でできること

が規定されており、目的は公益に限定されている。さらに、2006 年には相次ぎ、新法が成

立された。公益法人改革法と新信託法である。公益法人改革法は、民法における公益法人

を改革し、その目的を公益に限らず、財団法人を設立することができる仕組みを導入した。

遺言で設立できることを明確にし、その手続について、民法より詳細な規定を設けている。

新信託法は、受益者の定めのない信託（いわゆる「目的信託」）を認めた。これをもって、

道はさらに開かれた。 

ここで我々は、次のような問題を問い直すべき時を迎えているように思われる。第 1 に、

財団法人の存在は自明なものなのか、あるいは、財団法人とは何か、そもそも何だったの

か。第 2 に、日本で、今回、非営利の財団法人を認められたのは、いなかることなのか。

何のために、非営利財団法人が認められたのか。ただ形式的に、社団について非営利の社

団を認めるということで、認めたことでいいのか。それとも、そうではなくて、日本の非

営利の財団法人規定に、これを支えるもっと実質的な根拠を与える必要があるのか。 

第 1 の問いに対して、本稿の考察から言えることは、フランスで、遺言による財団設立

をめぐる議論は、19 世紀・20 世紀を通じて、さらにダイナミックに展開されており、その

議論史からは、遺言による財団設立、さらには、そこから導き出された財団法人という概

念が、決して、自明なものではないことを、鮮明に読み取ることができるということであ

る。 

そして、フランスで、財団というものが認められたのは、ある種の共通の公益のため、

とりわけ、文化的目的があったからである。早い時期についていえは、ゴンクール賞もそ

の一環とみることもできよう。特定の財産を分離することは、フランス法的観念にもかか

わらず、文化振興という別の価値があるがゆえに、許容せざるを得ないものとして、認め

られた、という本稿の考察をもって、第 2 の問題を考えるにあたっての糸口を提供できれ

ばと願う。 


